
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

平成™š年š月š˜日 木曜日 (号外第�œ号)官 報
別
表
第
三
（
第
５
条
、
第
９
条
及
び
第
1
0条
関
係
）

接
続
会
計
報
告
書

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

（
電
気
通
信
事
業
法
第
3
4条
第
６
項
に
基
づ
く
報
告
書
）

事
業
年
度
自

年
月

日
至

年
月

日
総
務
大
臣
殿

年
月

日
提
出

会
社
名

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

代
表
者
の
役
職
氏
名

印

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

（
代
表
者
が
氏
名
を
自
筆
で
記
入
し
た
と
き
は
、
押
印

を
省
略
で
き
る
。）

本
店
の
所
在
の
場
所

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

電
話
番
号

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

連
絡
者

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

接
続
会
計
報
告
書
の
写
し
を
縦
覧
に
供
す
る
場
所

名
称G

G
G
G
G
G
G
G

所
在
地

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

第
一
部
概
要
紹
介

１
報
告
書
の
目
的

２
根
拠
法
令
等

３
会
計
処
理
の
基
準

\
事
業
会
計
規
則
に
基
づ
く
会
計
（
財
務
会
計
）
と
の
関
連

]
そ
の
他
（
第
二
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
他
の
電
気
通
信
事
業
者
の
電
気
通
信
設
備
の
接
続
に
関
す
る
会
計

の
整
理
に
係
る
重
要
な
変
更
等
）

４
接
続
会
計
財
務
諸
表
の
構
成

\
貸
借
対
照
表

]
損
益
計
算
書

^
個
別
注
記
表

_
移
動
電
気
通
信
役
務
収
支
表

５
計
算
結
果
証
明
報
告
の
紹
介

６
第
３
条
第
１
項
た
だ
し
書
の
許
可
事
項

第
二
部
計
算
結
果
証
明
報
告

１
責
任
範
囲

２
証
明
の
基
準

３
計
算
結
果
証
明

第
三
部
接
続
会
計
財
務
諸
表

１
貸
借
対
照
表

２
損
益
計
算
書

３
個
別
注
記
表
（
別
表
第
一
の
様
式
に
よ
る
）

４
移
動
電
気
通
信
役
務
収
支
表
（
別
表
第
二
の
様
式
に
よ
る
）

第
四
部
参
考
情
報

１
配
賦
整
理
書
の
紹
介
及
び
入
手
方
法

２
第
二
種
指
定
電
気
通
信
設
備
と
他
の
電
気
通
信
事
業
者
の
電
気
通
信
設
備
と
の
接
続
に
関
し
取
得
す
べ
き
金
額

の
、
原
価
算
定
上
の
重
要
な
変
更
に
伴
う
影
響
額

３
特
に
重
要
な
費
用
の
配
賦
基
準
の
説
明

４
用
語
解
説

５
そ
の
他

三

水
源
地
域
対
策
特
別
措
置
法
第
十
三
条
の
固
定
資
産

税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等

を
定
め
る
省
令
（
平
成
七
年
自
治
省
令
第
十
三
号
）
第

三
条

四

半
島
振
興
法
第
十
七
条
の
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に

伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
平

成
七
年
自
治
省
令
第
十
六
号
）
第
一
条
第
一
号

五

奄
美
群
島
振
興
開
発
特
別
措
置
法
第
六
条
の
十
三
の

地
方
税
の
課
税
免
除
又
は
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が

適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
平
成
十
一
年
自

治
省
令
第
十
四
号
）
第
一
条
第
一
号
イ

六

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
第
三
十
一
条
の
地

方
税
の
課
税
免
除
又
は
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適

用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
平
成
十
二
年
自
治

省
令
第
二
十
号
）
第
一
条
第
一
号
イ

七

原
子
力
発
電
施
設
等
立
地
地
域
の
振
興
に
関
す
る
特

別
措
置
法
第
十
条
の
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措

置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
平
成
十
三

年
総
務
省
令
第
五
十
四
号
）
第
一
条
第
一
項
第
一
号

八

企
業
立
地
の
促
進
等
に
よ
る
地
域
に
お
け
る
産
業
集

積
の
形
成
及
び
活
性
化
に
関
す
る
法
律
第
二
十
条
の
地

方
公
共
団
体
等
を
定
め
る
省
令
（
平
成
十
九
年
総
務
省

令
第
九
十
四
号
）
第
三
条
第
一
号

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

〇
総
務
省
令
第
二
十
五
号

山
村
振
興
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
十

四
条
、
離
島
振
興
法（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
七
十
二
号
）

第
二
十
条
、
水
源
地
域
対
策
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
八

年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
十
三
条
、
半
島
振
興
法
（
昭
和

六
十
年
法
律
第
六
十
三
号
）
第
十
七
条
、
奄
美
群
島
振
興

開
発
特
別
措
置
法（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
八
十
九
号
）

第
六
条
の
十
三
、
過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
（
平

成
十
二
年
法
律
第
十
五
号
）
第
三
十
一
条
、
原
子
力
発
電

施
設
等
立
地
地
域
の
振
興
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成

十
二
年
法
律
第
百
四
十
八
号
）
第
十
条
及
び
企
業
立
地
の

促
進
等
に
よ
る
地
域
に
お
け
る
産
業
集
積
の
形
成
及
び
活

性
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
四
十
号
）
第

二
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
山
村
振
興
法
第
十
四
条
の
地

方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等

を
定
め
る
省
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う

に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

総
務
大
臣

片
山

善
博

山
村
振
興
法
第
十
四
条
の
地
方
税
の
不
均
一
課
税

に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省

令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

次
に
掲
げ
る
省
令
の
規
定
中
「
平
成
二
十
三
年
三
月
三

十
一
日
」
を
「
平
成
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め

る
。

一

山
村
振
興
法
第
十
四
条
の
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に

伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
平

成
三
年
自
治
省
令
第
八
号
）
第
三
条
第
一
号

二

離
島
振
興
法
第
二
十
条
の
地
方
税
の
課
税
免
除
又
は

不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定

め
る
省
令
（
平
成
五
年
自
治
省
令
第
一
号
）
第
一
条
第

一
項
第
一
号
イ

〇
総
務
省
令
第
二
十
六
号

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
六

十
四
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

の
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

総
務
大
臣

片
山

善
博

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
の
財
務
及
び
会
計
に
関

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
の
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る

省
令
（
平
成
二
十
年
総
務
省
令
第
八
十
七
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
二
項
第
二
号
中
「
商
品
取
引
所
法
（
昭
和
二

十
五
年
法
律
第
二
百
三
十
九
号
）
第
二
条
第
八
項
」を「
商

品
先
物
取
引
法（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
三
十
九
号
）

第
二
条
第
三
項
」
に
、「
商
品
市
場
（
同
条
第
九
項
に
規
定

す
る
商
品
市
場
を
い
う
。
次
項
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。）

に
相
当
す
る
外
国
の
市
場
（
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に

お
い
て
「
外
国
商
品
市
場
」
と
い
う
。）に
お
け
る
類
似
の

取
引
」
を「
こ
れ
ら
に
類
似
す
る
外
国
商
品
市
場
取
引（
同

条
第
十
三
項
に
規
定
す
る
外
国
商
品
市
場
取
引
を
い
う
。

以
下
同
じ
。）」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
第
二
号
中
「
商
品

取
引
所
法
第
二
条
第
八
項
」
を
「
商
品
先
物
取
引
法
第
二

条
第
三
項
」
に
、「
同
項
第
一
号
ホ
」
を
「
同
項
第
一
号
ホ

及
び
ト
」
に
、「
外
国
商
品
市
場
に
お
け
る
類
似
の
取
引
」

を
「
こ
れ
ら
に
類
似
す
る
外
国
商
品
市
場
取
引
並
び
に
同

�›
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